
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 15日

上   場   会   社   名       ゼリア新薬工業株式会社 上場取引所 東

コード番号       4559 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 専務取締役管理本部長 東京都

　　　　  氏　　       名　　　　　　　　　　　　　　林田　雅博 TEL (03) 3661 - 0275
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 15日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨表示）

　　　売　　上　　高 　　  営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 55,107 △ 1.1 6,344 6.6 6,313 3.1

12年  3月期 55,709 2.5 5,951 △ 0.6 6,121 5.8

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 1,438 △ 54.0 29.78 - 5.0 10.8 11.5

12年  3月期 3,123 15.3 64.52 - 11.4 11.0 11.0

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    48,290,173 株　　　12年  3月期    48,416,572 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 16.00 8.00 8.00 772 53.7 2.6

12年  3月期 15.00 7.00 8.00 725 23.2 2.5

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 60,789 29,364 48.3 608.09

12年  3月期 56,430 28,739 50.9 595.15

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       48,290,173　株　　　12年  3月期       48,290,173株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 27,600 3,200 1,600 8.00 － －

通　　期 56,800 6,500 3,300 － 8.00 16.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              68 円  34 銭



 7．　　個　　別　　財　　務　　諸　　表　　等　

　　　（１）　　　貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（百万円未満切捨表示）

期 別

構 成 比 構 成 比

％ ％

Ⅰ 40,826 67.2 36,180 64.1 4,645

１. 1,929 1,989 △ 60

２. 3,013 2,930 82

３. 27,280 24,987 2,293

４. 835 488 346

５. 2,876 2,725 150

６. 802 614 188

７. 1,533 778 754

８. 419 426 △ 7

９. 99 110 △ 10

１０. 670 659 11

１１. 1,436 599 837

△ 70 △ 129 59

Ⅱ 19,963 32.8 20,250 35.9 △ 287

(1) 14,295 23.5 14,286 25.3 9

１. 4,845 5,241 △ 396

２. 300 309 △ 9

３. 785 974 △ 189

４. 10 13 △ 2

５. 288 295 △ 6

６. 8,034 7,452 581

７. 31 － 31

(2) 182 0.3 448 0.8 △ 265

１. － 182 △ 182

２. 33 83 △ 49

３. 121 153 △ 31

４. 27 29 △ 1

(3) 5,484 9.0 5,514 9.8 △ 30

１. 2,079 3,377 △ 1,298

２. 513 505 8

３. 1,634 346 1,288

４. 616 694 △ 78

５. 725 595 129

△ 85 △ 5 △ 80

60,789 100.0 56,430 100.0 4,358

当 期 前 期

増 減（平成 13 年 3 月 31 日現在） （平成 12 年 3 月 31 日現在）

科　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

金 額 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品 及 び 商 品

半 製 品 及 び 仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

販 売 権

特 許 実 施 権

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計



（百万円未満切捨表示）

期 別

構 成 比 構 成 比

％ ％

Ⅰ 27,798 45.7 24,268 43.0 3,530

１. 4,559 4,833 △ 273

２. 4,349 2,792 1,556

３. 11,200 9,900 1,300

４. 456 796 △ 340

５. 1,821 1,572 248

６. 1,265 1,454 △ 188

７. 103 352 △ 249

８. 845 182 663

９. 112 105 6

１０. 1,389 1,386 3

１１. 734 434 300

１２. 416 393 22

１３. 543 63 480

Ⅱ 3,625 6.0 3,422 6.1 203

１. 143 600 △ 456

２. － 2,610 △ 2,610

３. 3,302 － 3,302

４. 152 211 △ 58

５. 27 － 27

31,424 51.7 27,691 49.1 3,733

Ⅰ 6,593 10.8 6,593 11.7 － 

Ⅱ 7,045 11.6 7,045 12.5 － 

１. 5,397 5,397 － 

２. 1,648 1,648 － 

Ⅲ 15,725 25.9 15,100 26.7 624

１. 12,959 21.3 10,459 18.5 2,500

12,959 10,459 2,500

２. 2,766 4.6 4,641 8.2 △ 1,875

(1,438) (3,123) (△1,685)

29,364 48.3 28,739 50.9 624

60,789 100.0 56,430 100.0 4,358

当 期 前 期

増 減（平成 13 年 3 月 31 日現在） （平成 12 年 3 月 31 日現在）

科　　　　目

（ 負 債 の 部 ）

金 額金 額

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年以内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

返 品 調 整 引 当 金

売 上 割 戻 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

利 益 準 備 金

剰 余 金

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

負 債 及 び 資 本 合 計

任 意 積 立 金

別　途　積　立　金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 合 計

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

（当　期　純　利　益）



百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 55,107 100.0 55,709 100.0 △　 601

Ⅱ 25,102 45.6 25,418 45.6 △　 316

300 0.5 216 0.4 84

29,704 53.9 30,074 54.0 △　 369

Ⅲ 23,360 42.4 24,122 43.3 △　 762

6,344 11.5 5,951 10.7 393

Ⅳ 367 0.7 420 0.8 △　 53

1. 10 9 0

2. 83 83 △　 0

3. 130 201 △　 71

4. 80 71 9

5. 62 54 7

Ⅴ 398 0.7 250 0.5 148

1. 151 159 △　 8

2. 237 71 166

3. 9 19 △　 9

6,313 11.5 6,121 11.0 191

Ⅵ 914 1.6 30 0.1 883

1. 161 2 158

2. － 21 △　 21

3. 752 － 752

4. － 6 △　 6

Ⅶ 4,227 7.7 106 0.2 4,120

1. 46 1 45

2. 55 49 6

3. 14 55 △　 41

4. 3,853 － 3,853

5. 25 － 25

6. 231 － 231

3,000 5.4 6,045 10.9 △　 3,045

2,862 5.2 3,253 5.9 △　 391

△　 1,300 △ 2.4 △　 332 △ 0.6 △　 967

1,438 2.6 3,123 5.6 △　 1,685

1,714 1,330 383

－ 672 △　 672

386 338 47

－ 146 △　 146

2,766 4,641 △　 1,875

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

受 取 利 息

そ の 他 の 特 別 利 益

営 業 外 費 用

有 価 証 券 売 却 益

営 業 利 益

売 上 原 価

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額

売 上 高

  科 　　  目 金　　　額 金　　　額 金　　　額

（百万円未満切捨表示）

　　　　　　　　　期　　　 別 前　　　期当　　　期

(２)　　　損　　　益　　　計　　　算　　　書

受 取 配 当 金

受 取 手 数 料

売 上 総 利 益

支 払 利 息

自　平成12年 4月 1日 自　平成11年 4月 1日 増　　減

至　平成13年 3月31日 至　平成12年 3月31日

販売費及び一般管理費

経 常 利 益

有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 評 価 損

退職給付会計基準変更時差異

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 未 処 分 利 益

営 業 外 収 益

利 益 に よ る 自 己 株 式 消 却 額

当 期 純 利 益

退 職 給 付 信 託 設 定 益

中 間 配 当 額

特 別 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

法 人 税 等 調 整 額



科　　　　　目

2,766 4,641

386 386

８ 円 ８ 円

８ 円 ７ 円

１ 円

39 40

(              4 ) (              5 )

別 途 積 立 金 500 2,500

1,840 1,714

１株につき

普通配当  　        

     2. 利益配当金は、自己株式 938株を除いて計算しております。

当　　　　期 前　　　　期

普通配当  　        

(３)　　　利　　　益　　　処　　　分　　　案

利 益 配 当 金

(1)  1. 平成12年12月11日に 386百万円（１株につき8円）の中間配当を実施いたしました。

金　　　　額 金　　　　額

( う ち 監 査 役 分 )

当 期 未 処 分 利 益

これを次のとおり処分いたします。

(百万円未満切捨表示)

期　　　　　別

１株につき

任 意 積 立 金

東証第一部指定替記念配当     

役 員 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益



重 要 な 会 計 方 針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

売買目的有価証券･･････････････････時価法（売却原価は移動平均法により算定しております） 

子会社株式････････････････････････移動平均法による原価法 

その他有価証券････････････････････移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・商品・仕掛品････････････････総平均法による原価法 

原材料・半製品････････････････････月別総平均法による原価法 

貯蔵品････････････････････････････最終仕入原価法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産･･････････････････････埼玉工場（倉庫を含む）及び筑波工場は定額法、その他は定率 

法（ただし平成１０年４月１日以降取得の建物（その付属設備 

を除く）は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び 構 築 物    ５～５０年 

機械装置及び運搬具    ２～１０年 

 

無形固定資産･･････････････････････定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利 

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

４．引当金の計上の方法 

(１)貸倒引当金････････････････････当期末における売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権 

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して 

おります。 

(２)賞与引当金････････････････････従業員に対して次期以降支給する賞与の支出に充てるため、将 

来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 

(３)返品調整引当金････････････････次期以降の返品による損失に備えるために引当てたもので、法 

人税法に規定する方法と同一の基準によって計上しております。  

(４)売上割戻引当金････････････････販売した医療用医薬品に対する将来の売上割戻に備えるため、 

当該期末売掛金に対して当期中の実績割戻率を乗じた額を計上 

しております。 

(５)退職給付引当金････････････････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務 

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（3,853 百万円）については、当期に 

一括費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 

の一定の年数（15 年）による定額法により費用処理しておりま 

す。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間 

以内の一定の年数（15 年）による定額法により次期から費用処 

理することとしております。 

(６)役員退職慰労引当金････････････役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計上して 

おります。 

 

 

 

 



５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法  

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満している為替予約等につ

いては、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

為替予約等をヘッジ手段とし、外貨建ての輸入予定取引をヘッジ対象としております。 
③ ヘッジ方針  

外貨建ての輸入予定取引の為替変動リスクをヘッジするために、為替予約等を利用することとし、

ヘッジ手段である為替予約等は、ヘッジ対象である外貨建ての輸入予定取引の範囲内で行うことと

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取引の重要な条件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動を完全に相殺するものであると想定できるため、ヘッジの有効性の判定を省略して

おります。 

 

７.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

〔追 加 情 報〕 

（退職給付会計） 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用が３，

７５９百万円増加し、経常利益は１０９百万円増加、税引前当期純利益は３，７４３百万円減少しましたが、 

当社保有株式による退職給付信託を設定し、退職給付信託設定益７５２百万円を計上した結果、税引前当期

純利益は２，９９０百万円減少しております。 

また、期首時点の退職給与引当金２，６１０百万円は、期首に退職給付引当金に含めて表示しております。 

（金融商品会計） 

金融商品については、当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法及び貸倒引当金の計上基準に

ついて変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、経常利益は３６９百万円多く、税引

前当期純利益は３６２百万円多く計上されております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券につきましては投資有価証券とし

て表示しております。その結果、流動資産の有価証券は６８百万円減少し、投資有価証券が同額増加してお

ります。 

当期においては、平成１２年大蔵省令第８号附則第３項により、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いて時価評価を行っておりません。なお、その他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりでありま

す。 

          貸 借 対 照 表 計 上 額          ２，０６６百万円 

          時 価          １，６２３百万円 

          評 価 差 額 金 相 当 額                        ２５６百万円  

          繰 延 税 金 資 産 相 当 額                     １８６百万円 

 

（外貨建取引等会計基準） 

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会

計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更に伴う財務諸表に与える影響はありま

せん。 



〔注 記 事 項〕 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社に対する資産及び負債       (当    期)            (前    期) 

     売 掛 金       ８１７百万円           ７４１百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額       (当    期)            (前    期) 

                    １４，７０８百万円          １４，３０２百万円 

３．自己株式の数及び貸借対照表価額      (当    期)            (前    期) 

株 式 数         ９３８株            ７５９株 

    貸 借 対 照 表 価 額          ０百万円               ０百万円 

４．担保に供している資産                  (当    期)               (前   期)    

定 期 預 金          １２５百万円                １２５百万円    

建 物     ２，１６８百万円             ２，２７９百万円    

構 築 物          １７３百万円          １７１百万円   

機 械 装 置        ６４０百万円          ８１６百万円 

車 両 運 搬 具          ４百万円            ４百万円 

工 具 器 具 備 品        ５６百万円           ６５百万円 

土 地             ３８２百万円                  ３８２百万円    

 計            ３，５５１百万円              ３，８４４百万円    

５．保 証 債 務                     (当   期)             (前   期)    

        ２，０７０百万円               ２，０６２百万円           

６．期末日満期手形の処理    期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。従って、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、期末日

満期手形が以下の科目に含まれております。 

受取手形  ４７３百万円 

 

（損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

                       (当    期)                (前   期)    

販 売 促 進 費     ２,８０６百万円         ２，９８５百万円 

給 料 及 び 手 当     ６,４００百万円          ６，９９５百万円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額     １,０７８百万円         １，０９７百万円 

研 究 開 発 費     ３,７５２百万円         ３，９９８百万円 

 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

         (当    期)                (前   期) 

   ３，７５２百万円        ３，９９８百万円 

 

３．関係会社に係る注記 

     (当    期)                (前   期) 

       受 取 配 当 金         ３６百万円           ４８百万円 

      固 定 資 産 売 却 益       １６１百万円                           － 

      固 定 資 産 売 却 損        ４１百万円               － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



①リース取引関係 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  当   期 前   期 

 

取 得 価 額 相 当 額 

工 具 器 具 備 品 

ソ フ ト ウ ェ ア 

合 計 

５８０百万円 

  ８２百万円 

６６２百万円 

７６７百万円 

１５８百万円 

９２５百万円 

 

減価償却累計額相当額 

工 具 器 具 備 品 

ソ フ ト ウ ェ ア 

合 計 

２３９百万円 

  ６５百万円 

３０５百万円 

５１８百万円 

１２４百万円 

６４２百万円 

 

期 末 残 高 相 当 額 

工 具 器 具 備 品 

ソ フ ト ウ ェ ア 

合 計 

３４０百万円 

  １７百万円 

３５７百万円 

２４８百万円 

  ３３百万円 

２８２百万円 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 

                           (当   期)     (前   期)   

                       1 年 以 内         １１４百万円      １０１百万円    

            1 年 超         ２４２百万円      １８１百万円    

合      計         ３５７百万円      ２８２百万円   

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                           (当   期)    （前   期）              

           支 払 リ ー ス 料       １２５百万円        １５７百万円   

                 減価償却費相当額    １２５百万円        １５７百万円     

４．減価償却費相当額の算定方法  

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

②有価証券 

  前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。 

  当事業年度（自 平成 12 年４月１日 至  平成 13 年３月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

 

③税効果会計 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                       (当   期) 

  繰延税金資産 

賞 与 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額               ３１９百万円 

売 上 割 戻 引 当 金               １７５百万円 

未 払 事 業 税 否 認               １１６百万円 

退 職 給 付 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額             １，４８５百万円 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金                ６４百万円              

そ の 他               １４４百万円 
繰 延 税 金 資 産 合 計             ２，３０５百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計                 －百万円 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額             ２，３０５百万円 



１株当たり配当金の内訳 

平 成 １ ３ 年 ３ 月 期 平 成 １ ２ 年 ３ 月 期  

 年  間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 
普 通 （ 旧 ） 株  式 
 

円 銭 
１６．００ 
 

円 銭 
８．００ 
 

円 銭 
８．００ 

円 銭 
１５．００ 

円 銭 
７．００ 

 円 銭 
８．００ 

（内 訳） 

記 念 配 当 

  円 銭 

   － 

  円 銭 

   － 

  円 銭 

   － 

円 銭 

１．００ 

円 銭 

－ 

円 銭 

１．００ 

 

 
 

８． 役 員 の 異 動 

別紙の通りであります。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



 

 

（別紙） 

                                                          平成１３年５月１５日 

各   位 

 

住      所 東京都中央区日本橋小舟町10-11 

会     社     名 ゼ リ ア 新 薬 工 業 株 式 会 社               

代表者の役職氏名 代表取締役社長  伊 部  幸 顕 

（コード番号 ４５５９  東証第一部） 

問 い 合 わ せ 先          広  報  部  長   森 山   茂 

電話 03-3661-1039     FAX 03-3663-4203 

 

 

役員異動のお知らせ 

 

  当社はこの度、平成１３年６月２８日をもって下記のとおり、役員の異動を実施する予

定ですので、お知らせいたします。  

 

記 
 
１．新任取締役候補                              

氏    名 現 新 

 

かん

菅   

みきお

幹 雄  中央研究所長   取締役中央研究所長  

 

 ２．新任監査役候補  

  氏    名  現 新 

 

いとう

伊 藤 
きいちろう

喜一郎    監査役（非常勤） 

 

 ３． 退任監査役 

氏    名 現  

  
しんじょう

新 庄
かつすけ

勝 助    監査役（非常勤） 
 

 

 以 上 



９． 主 要 製 商 品 売 上 実 績  

                           (百万円未満切捨表示) 

期   別 
 

区   分 

当   期 

自 平成12年 4月 1日 

至 平成 13年 3月 31日 

前   期 

自 平成11年 4月 1日 

至 平成 12年 3月 31日 

 
増 減 比 

 
マ ー ズ レ ン － Ｓ 顆 粒 

 
１３，３６０ 

 
１４，２１５ 

％ 
△   ６.０ 

アシノンカプセル１５０・７５ １２，４９８ １２，０６３ ３.６ 

プ ロ マ ッ ク 顆 粒 １ ５ ％  ４，０７４  ３，８２３ ６.６ 

ハ ン プ 注 射 用 １ ０ ０ ０  ３，３７１  ２，７５２ ２２.５ 

ペ オ ン 錠 ８ ０ ２，２９１  ２，２９２ △   ０.１ 

ア ビ テ ン １，１８６  １，２３３ △   ３.８ 

ラ ン デ ル １ ０ ・ ２ ０ ・ ４ ０    ８９８    ９０８ △   １.１ 

ア ン サ ー ２ ０ 注    ５１１    ５６２ △   ９.０ 

そ の 他  ２，５１５  ２，７０９ △   ７.１ 

医 療 用 医 薬 品 部 門 計 ４０，７０８ ４０，５６０     ０.４ 

ヘ ル ス ケ ア 部 門 計 １２，０２５ １２，８３３ △   ６.３ 

特 販 部 門 計 ２，３７３  ２，３１５     ２.５ 

合 計 ５５，１０７ ５５，７０９ △   １.１ 

 



１０．新　薬　パ　イ　プ　ラ　イ　ン　の　状　況

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序 及び 特長 備考

申請中
Ｚ-１０３/
プロマック顆粒

自社(導入) 胃炎
・胃粘膜保護
・亜鉛を含有

効能追加

フェーズⅢ
Ｚ-１００/
アンサー注

自社 子宮頸癌
・免疫調節
・白血球増加作用
・好中球機能亢進作用

効能追加

フェーズⅢ
ＺＣ-１０２/
ペオン錠

共同開発
(日本ケミファ）

急性上気道炎 シクロオキシゲナーゼ阻害 効能追加

フェーズⅡ Ｚ-３３５ 自社 閉塞性動脈硬化症 トロンボキサンＡ2拮抗

フェーズⅡ
（欧州）
フェーズⅠ
（国内)

Ｚ-３３８ 自社 消化管運動賦活
・胃運動亢進作用
・上部消化管運動改善作用

フェーズⅠ
終了

Ｚ-３２１ 自社 脳血管障害
プロリルエンドペプチダーゼ
阻害

フェーズⅠ Ｚ‐２０３ 自社(導入) 膵炎
選択的なコレシストキニンＡ
受容体拮抗

フェーズⅠ
（米国）

Ｚ-１００/
アンサー注

自社 ＨＩＶ感染症 免疫調節
ＨＩＶ患者に
よる

臨床準備中 Ｚ-３６０ 自社 消化性潰瘍 ガストリン受容体拮抗

平成13年4月
から英国にて
フェーズⅠ開
始


